
令
和
五
年
十
二
月
十
二
日

一

大
分
県
報
号
外
（
監
査
公
表
）

令

和

五

年

号

外

　

　

十
二
月
十
二
日

（　火 曜 日　）

目
　
　
　
　
　
　
　
次

　
　
　
　
　
　
　
監
　
査
　
公
　
表

監
査
結
果
の
公
表
（
住
民
監
査
請
求
） 	

一

○
監
　
査
　
公
　
表

毎
週
　
火
曜
日
・
金
曜
日
（
祝
祭
日
に
当
た
る
と
き
は
翌
日
発
行
）
　
発
行
人
　
大
　
分
　
県
　
　
編
集
　
㈱
イ
ン
タ
ー
プ
リ
ン
ツ
　
　
（
定
価
　
一
箇
年
　
三
万
八
千
八
百
八
十
円
）

監
査
委
員
公
表
第
712号

　
地

方
自

治
法

（
昭

和
22年

法
律

第
67号

。
以

下
「

法
」

と
い

う
。

）
第

242条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

請
求

の
あ

っ
た

住
民

監
査

請
求

（
以

下
「

本
件

請
求

」
と

い
う

。
）

に
つ

い
て

、
同

条
第

５
項

の
規

定
に

よ
り

監
査

し
た

結
果

を
令

和
５

年
12月

11日
付

け
で

請
求

人
に

通
知

し
た

の
で

、
同

項
の

規
定

に
よ

り
次

の
と

お
り

公
表

す
る

。
　

　
令

和
５

年
12月

12日
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
大

分
県

監
査

委
員

　
　

長
　

谷
　

尾
　

　
　

雅
　

　
　

通
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
大

分
県

監
査

委
員

　
　

長
　

　
　

野
　

　
　

恭
　

　
　

子
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
大

分
県

監
査

委
員

　
　

古
　

手
　

川
　

　
　

正
　

　
　

治
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
大

分
県

監
査

委
員

　
　

𠮷
　

　
　

村
　

　
　

哲
　

　
　

彦
第

１
　

本
件

請
求

に
つ

い
て

の
判

断
　

　
　

本
件

請
求

を
棄

却
す

る
。

第
２

　
本

件
請

求
　

１
　

請
求

人
の

住
所

及
び

氏
名

　
　

　
（

略
）

　
２

　
請

求
が

あ
っ

た
日

　
　

　
令

和
５

年
10月

13日
　

３
　

請
求

の
要

旨
　

　
‌�　

大
分

県
職

員
措

置
請

求
書

の
記

載
に

よ
れ

ば
、

本
件

請
求

の
要

旨
は

、
次

の
と

お
り

で
あ

る
（

見
出

し
符

号
を

変
更

及
び

追
加

し
た

ほ
か

は
、

ほ
ぼ

原
文

の
ま

ま
掲

載
。

事
実

証
明

書
は

省
略

）
。

　
　

⑴
‌�　

大
分

県
知

事
が

、
令

和
５

年
10月

10日
に

、
大

分
第

一
ホ

ー
バ

ー
ド

ラ
イ

ブ
株

式
会

社
と

の
間

で
、

県
の

所
有

す
る

ホ
ー

バ
ー

ク
ラ

フ
ト

の
貸

付
料

を
当

面
の

間
免

除
す

る
こ

と
を

内
容

と
す

る
貸

付
契

約
を

締
結

し
た

。
　

　
⑵

‌�　
貸

付
料

を
免

除
す

る
こ

と
は

、
県

有
財

産
の

貸
付

収
益

と
い

う
県

民
に

と
っ

て
の

利
益

を
阻

害
す

る
行

為
で

あ
り

、
不

当
な

も
の

と
考

え
る

。
　

　
⑶

‌�　
現

行
の

貸
付

契
約

を
改

め
、

貸
付

料
を

免
除

せ
ず

に
社

会
通

年
上

適
切

な
貸

付
料

を
賦

課
徴

収
す

る
契

約
を

改
め

て
締

結
す

る
こ

と
を

大
分

県
知

事
に

求
め

る
。

　
　

⑷
‌�　

地
方

自
治

法
第

242条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

、
別

紙
事

実
証

明
書

を
添

え
必

要
な

措
置

を
請

求
し

ま
す

。
併

せ
て

、
同

法
第

252条
の

43第
１

項
の

規
定

に
よ

り
、

当
該

請
求

に
係

る
監

査
に

つ
い

て
、

監
査

委
員

の
監

査
に

代
え

て
個

別
外

部
監

査
契

約
に

基
づ

く
監

査
に

よ
る

こ
と

を
求

め
ま

す
。

　
　

⑸
　

監
査

委
員

の
監

査
に

代
え

て
個

別
外

部
監

査
契

約
に

基
づ

く
監

査
に

よ
る

こ
と

を
求

め
る

理
由

　
　

　
‌�　

現
在

の
監

査
委

員
は

県
職

員
Ｏ

Ｂ
、

税
理

士
、

県
議

会
議

員
２

名
か

ら
構

成
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
ま

で
ホ

ー
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
の

導
入

に
賛

成
し

て
き

た
委

員
が

多
く

、
公

正
な

監
査

を
期

待
で

き
な

い
た

め
。

　
４

　
要

件
審

査
　

　
‌�　

本
件

請
求

に
つ

い
て

は
、

令
和

５
年

10月
17日

に
要

件
審

査
を

行
い

、
法

第
242条

所
定

の
要

件
を

具
備

し
て

い
る

も
の

と
認

め
、

監
査

を
行

う
こ

と
を

決
定

し
た

。
　

５
　

個
別

外
部

監
査

契
約

に
基

づ
く

監
査

に
付

さ
な

い
理

由
　

　
‌�　

請
求

人
は

、
本

件
請

求
に

つ
い

て
、

法
第

252条
の

43第
１

項
の

規
定

に
よ

り
、

個
別

外
部

監
査

契
約

に
基

づ
く

監
査

（
以

下
「

個
別

外
部

監
査

」
と

い
う

。
）

に
よ

る
こ

と
を

求
め

て
お

り
、

同
条

第
２

項
に

お
い

て
個

別
外

部
監

査
に

よ
る

こ
と

の
相

当
性

は
監

査
委

員
が

決
定

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
　

　
‌�　

監
査

委
員

は
、

法
の

規
定

に
よ

り
、

知
事

か
ら

独
立

し
た

執
行

機
関

で
あ

っ
て

、
そ

の
職

務
を

遂
行

す
る

に
当

た
り

、
常

に
公

正
不

偏
の

態
度

を
保

持
し

て
監

査
を

す
べ

き
も

の
と

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
監

査
等

に
つ

い
て

の
決

定
は

、
監

査
委

員
の

合
議

に
よ

る
も

の
と

さ
れ

、
監

査
委

員
全

員
の

協
議

に
よ

り
慎

重
か

つ
公

正
な

審
議

を
経

て
行

わ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

監
査

の
公

正
性

は
担

保
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

請
求

の
内

容
が

県
有

財
産

の
貸

付
料

の
免

除
に

関
す

る
も

の
で

あ
り

、
外

部
の

専
門

的
な

知
識

を
有

す
る

者
に

よ
る

監
査

が
必

要
で

あ
る

と
は

認
め

ら
れ

な
い

。
　

　
　

以
上

の
こ

と
か

ら
、

個
別

外
部

監
査

に
付

さ
な

い
こ

と
が

相
当

で
あ

る
と

判
断

し
た

。
第

３
　

判
断

の
理

由
　

１
　

監
査

の
実

施
　

　
⑴

　
監

査
対

象
事

項

一
〇
七



令
和
五
年
十
二
月
十
二
日

二

大
分
県
報
号
外
（
監
査
公
表
）

　
　

　
‌�　

大
分

県
知

事
（

以
下

「
知

事
」

と
い

う
。

）
が

、
令

和
５

年
10月

10日
に

大
分

第
一

ホ
ー

バ
ー

ド
ラ

イ
ブ

株
式

会
社

と
の

間
で

締
結

し
た

、
県

の
所

有
す

る
ホ

ー
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
の

貸
付

料
を

当
面

の
間

免
除

す
る

こ
と

を
内

容
と

す
る

貸
付

契
約

（
以

下
「

本
件

貸
付

契
約

」
と

い
う

。
）

に
係

る
事

実
関

係
、

本
件

貸
付

契
約

に
係

る
貸

付
料

の
免

除
（

以
下

「
本

件
貸

付
料

の
免

除
」

と
い

う
。

）
の

違
法

性
又

は
不

当
性

、
本

件
貸

付
料

の
免

除
が

大
分

県
に

損
害

を
及

ぼ
す

こ
と

に
な

る
の

か
、

及
び

措
置

を
講

ず
る

必
要

が
認

め
ら

れ
る

か
等

に
つ

い
て

監
査

し
た

。
　

　
⑵

　
監

査
対

象
機

関
　

　
　

　
監

査
対

象
部

局
を

企
画

振
興

部
と

し
、

監
査

対
象

所
属

を
交

通
政

策
課

と
し

た
。

　
　

⑶
　

請
求

人
の

証
拠

の
提

出
及

び
陳

述
　

　
　

‌�　
法

第
242条

第
７

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
請

求
人

に
対

し
て

証
拠

の
提

出
及

び
陳

述
の

機
会

を
与

え
た

が
、

請
求

人
は

証
拠

の
提

出
及

び
陳

述
を

行
わ

な
か

っ
た

。
　

　
⑷

　
監

査
の

実
施

　
　

　
‌�　

令
和

５
年

10月
25日

に
職

員
監

査
（

予
備

監
査

）
を

、
同

年
11月

２
日

に
委

員
監

査
を

実
施

し
た

。
　

２
　

監
査

の
結

果
　

　
⑴

　
確

認
し

た
事

実
　

　
　

　
本

件
貸

付
契

約
に

つ
い

て
関

係
書

類
を

調
査

し
、

次
の

事
項

を
確

認
し

た
。

　
　

　
①

　
本

件
貸

付
契

約
の

概
要

　
　

　
　

・
本

件
貸

付
契

約
の

名
称

：
裸

傭
船

（
は

だ
か

よ
う

せ
ん

）
契

約
　

　
　

　
・

契
　

約
　

当
　

事
　

者
：

船
主

（
貸

付
人

）
　

　
大

分
県

知
事

　
佐

藤
　

樹
一

郎
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

傭
船

者
（

借
受

人
）

　
大

分
第

一
ホ

ー
バ

ー
ド

ラ
イ

ブ
株

式
会

社
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

代
表

取
締

役
　

小
田

　
典

史
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

連
帯

保
証

人
　

　
　

　
第

一
交

通
産

業
株

式
会

社
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

代
表

取
締

役
社

長
　

田
中

　
亮

一
郎

　
　

　
　

・
船

　
　

　
　

　
　

　
名

：
Ｂ

ａ
ｉ

ｅ
ｎ

（
バ

イ
エ

ン
）

　
　

　
　

・
傭

　
船

　
期

　
間

：
令

和
５

年
10月

11日
か

ら
令

和
10年

３
月

31日
ま

で
　

　
　

　
・

傭
　

　
　

船
　

　
　

料
：

免
除

（
た

だ
し

、
傭

船
料

相
当

額
は

年
116,296,020円

と
す

る
。

）
　

　
　

　
・

契
　

　
　

約
　

　
　

日
：

令
和

５
年

10月
10日

　
　

　
　

‌�　
な

お
、

傭
船

と
は

船
舶

の
全

部
又

は
一

部
を

運
送

用
の

た
め

に
傭

船
者

が
借

り
入

れ
る

こ
と

で
あ

り
、

裸
傭

船
契

約
と

は
、

船
主

が
船

舶
だ

け
を

提
供

し
、

船
員

の
配

置
等

そ
の

他
は

傭
船

者
が

行
う

傭
船

形
式

を
い

う
。

　
　

　
②

　
契

約
書

の
他

の
記

載
内

容
（

抜
粋

）

　
　

　
　

　
　

（
使

用
目

的
）

　
　

　
　

　
第

‌�２
条

　
傭

船
者

は
、

本
船

を
大

分
空

港
海

上
ア

ク
セ

ス
運

航
事

業
の

用
途

に
供

さ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

本
事

業
に

支
障

の
な

い
限

り
に

お
い

て
、

予
め

文
書

に
よ

り
船

主
の

承
諾

を
得

て
、

そ
の

他
の

用
途

に
使

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

　
　

　
　

　
　

（
傭

船
料

の
見

直
し

）
　

　
　

　
　

第
‌�20条

　
本

契
約

期
間

内
に

お
け

る
第

１
条

⑪
欄

に
規

定
す

る
傭

船
料

は
、

船
主

が
傭

船
者

の
財

務
状

況
を

勘
案

の
上

、
毎

年
度

見
直

し
を

行
う

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

令
和

６
年

度
の

傭
船

料
は

見
直

し
を

行
わ

な
い

。
　

　
　

③
　

本
件

貸
付

契
約

締
結

ま
で

の
経

過
　

　
　

　
ア

‌�　
県

は
、

大
分

空
港

海
上

ア
ク

セ
ス

運
航

事
業

者
を

選
定

す
る

た
め

の
公

募
型

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

を
実

施
し

、
外

部
有

識
者

を
含

む
大

分
空

港
海

上
ア

ク
セ

ス
運

航
事

業
者

選
定

委
員

会
に

よ
る

審
査

の
結

果
、

令
和

２
年

10月
16日

に
第

一
交

通
産

業
株

式
会

社
が

最
優

秀
者

（
運

航
事

業
候

補
者

）
に

選
定

さ
れ

た
。

　
　

　
　

イ
‌�　

県
は

、
同

年
11月

５
日

に
同

社
と

「
大

分
空

港
海

上
ア

ク
セ

ス
運

航
事

業
に

関
す

る
協

定
書

」
（

以
下

「
協

定
書

」
と

い
う

。
）

を
締

結
し

た
。

　
　

　
　

ウ
‌�　

県
は

、
協

定
書

に
基

づ
き

、
同

社
が

設
立

し
た

現
地

法
人

で
あ

る
大

分
第

一
ホ

ー
バ

ー
ド

ラ
イ

ブ
株

式
会

社
と

ホ
ー

バ
ー

ク
ラ

フ
ト

「
Baien」

を
貸

し
付

け
る

裸
傭

船
契

約
を

令
和

５
年

10月
10日

に
締

結
し

た
。

　
　

　
④

　
本

件
貸

付
料

の
免

除
の

理
由

　
　

　
　

‌�　
大

分
県

に
お

け
る

公
有

財
産

の
使

用
料

の
額

、
減

免
等

に
係

る
内

部
規

程
で

あ
る

「
行

政
財

産
の

目
的

外
使

用
許

可
事

務
取

扱
要

領
」

（
昭

和
54年

３
月

30日
制

定
）

に
お

け
る

使
用

料
の

減
免

基
準

（
付

表
３

）
の

「
県

の
事

務
又

は
事

業
に

直
接

関
連

の
あ

る
公

益
を

目
的

と
し

た
事

務
、

事
業

の
用

に
直

接
供

す
る

た
め

に
使

用
す

る
場

合
で

あ
っ

て
、

次
の

各
号

の
一

に
該

当
す

る
と

き
」

の
「

県
の

要
請

及
び

指
定

を
受

け
試

験
・

研
究

、
役

務
の

提
供

等
を

行
う

団
体

が
使

用
す

る
と

き
」

に
該

当
す

る
と

し
て

、
減

免
率

10/10を
適

用
し

て
い

た
。

　
　

⑵
　

本
件

請
求

の
要

旨
に

対
す

る
監

査
対

象
機

関
の

説
明

　
　

　
①

‌�　
令

和
５

年
10月

10日
に

、
県

と
大

分
第

一
ホ

ー
バ

ー
ド

ラ
イ

ブ
株

式
会

社
（

以
下

「
借

受
人

」
と

い
う

。
）

と
の

間
で

、
ホ

ー
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
の

貸
付

料
を

免
除

と
す

る
貸

付
契

約
を

締
結

し
た

の
は

事
実

で
あ

る
。

な
お

、
借

受
人

は
、

後
述

の
第

一
交

通
産

業
株

式
会

社
と

県
と

の
協

定
に

基
づ

き
、

運
航

事
業

を
実

施
す

る
た

め
に

同
社

が
設

立
し

た
現

地
法

人
で

あ
る

。
　

　
　

②
‌�　

ホ
ー

バ
ー

ク
ラ

フ
ト

の
貸

付
目

的
で

あ
る

大
分

空
港

海
上

ア
ク

セ
ス

運
航

事
業

（
以

下
「

海
上

ア
ク

セ
ス

」
と

い
う

。
）

は
、

本
県

の
空

の
玄

関
口

と
し

て
地

域
の

発
展

に
欠

か
せ

な
い

重
要

な



令
和
五
年
十
二
月
十
二
日

三

大
分
県
報
号
外
（
監
査
公
表
）

拠
点

で
あ

る
大

分
空

港
へ

の
ア

ク
セ

ス
を

改
善

し
、

利
便

性
の

向
上

を
図

る
こ

と
で

観
光

振
興

や
企

業
誘

致
、

関
係

人
口

の
創

出
な

ど
、

本
県

の
地

方
創

生
を

加
速

さ
せ

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

る
。

　
　

　
③

‌�　
平

成
30年

度
か

ら
令

和
元

年
度

ま
で

の
検

討
の

結
果

、
海

上
ア

ク
セ

ス
の

導
入

に
つ

い
て

は
、

民
間

事
業

者
の

み
で

は
安

定
的

な
収

支
の

確
保

が
難

し
い

こ
と

か
ら

、
船

舶
購

入
と

発
着

施
設

整
備

を
県

が
行

い
、

運
航

事
業

者
が

人
件

費
、

船
舶

修
繕

費
等

を
負

担
す

る
「

上
下

分
離

方
式

」
を

採
用

す
る

こ
と

と
し

た
。

船
舶

貸
付

料
及

び
発

着
施

設
使

用
料

（
以

下
「

貸
付

料
等

」
と

い
う

。
）

は
、

当
初

か
ら

減
免

を
想

定
し

て
お

り
、

県
議

会
総

務
企

画
委

員
会

や
、

県
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

説
明

を
行

っ
て

き
た

。
　

　
　

④
‌�　

令
和

２
年

度
、

県
が

認
め

る
場

合
は

貸
付

料
等

の
減

免
を

可
能

と
す

る
こ

と
を

条
件

の
一

つ
と

し
、

運
航

事
業

者
の

提
案

公
募

を
実

施
。

唯
一

応
募

し
た

第
一

交
通

産
業

株
式

会
社

は
貸

付
料

等
の

免
除

を
前

提
と

し
た

運
航

計
画

を
提

出
し

て
お

り
、

県
は

外
部

有
識

者
を

含
む

大
分

空
港

海
上

ア
ク

セ
ス

運
航

事
業

者
選

定
委

員
会

に
お

け
る

審
査

を
経

て
、

同
社

を
運

航
事

業
者

と
し

て
選

定
し

た
。

さ
ら

に
、

同
年

11月
、

県
が

必
要

と
認

め
る

場
合

は
貸

付
料

等
を

減
免

す
る

内
容

を
含

む
「

大
分

空
港

海
上

ア
ク

セ
ス

運
航

事
業

に
関

す
る

協
定

書
」

を
締

結
し

た
。

　
　

　
⑤

‌�　
令

和
５

年
６

月
、

運
航

事
業

者
の

経
営

健
全

性
の

確
保

や
船

舶
貸

付
料

等
の

減
免

の
必

要
性

を
検

証
す

る
た

め
、

外
部

有
識

者
に

よ
る

検
証

委
員

会
を

開
催

し
た

。
会

議
で

は
、

借
受

人
が

再
試

算
し

た
収

支
計

画
を

踏
ま

え
「

当
面

の
間

は
貸

付
料

等
の

免
除

が
妥

当
」

と
の

意
見

が
ま

と
め

ら
れ

た
こ

と
を

受
け

、
大

分
県

県
有

財
産

条
例

第
３

条
及

び
関

連
諸

規
程

に
基

づ
き

普
通

財
産

の
貸

付
料

の
免

除
を

決
定

し
、

貸
付

契
約

を
締

結
し

た
。

　
　

　
⑥

‌�　
ホ

ー
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
の

貸
付

料
は

県
有

財
産

台
帳

価
格

を
基

に
算

出
す

る
が

、
20年

間
の

貸
付

料
の

合
計

は
約

37億
円

と
な

り
、

船
舶

の
購

入
金

額
と

ほ
ぼ

同
額

に
な

る
こ

と
か

ら
貸

付
料

の
徴

収
は

上
下

分
離

方
式

の
考

え
方

と
は

相
容

れ
な

い
も

の
と

な
る

。
　

　
　

⑦
‌�　

以
上

に
よ

り
、

本
件

貸
付

契
約

に
お

い
て

貸
付

料
を

免
除

し
た

こ
と

に
違

法
性

及
び

不
当

性
は

な
く

、
知

事
が

直
ち

に
貸

付
料

を
徴

収
す

る
変

更
契

約
を

締
結

す
る

理
由

は
な

い
。

な
お

、
免

除
の

期
間

は
契

約
期

間
で

あ
る

令
和

10年
３

月
31日

ま
で

と
し

て
い

る
が

、
借

受
人

の
財

務
状

況
を

勘
案

し
、

減
免

の
要

否
に

つ
い

て
は

毎
年

度
見

直
し

を
行

う
契

約
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

⑶
　

判
断

　
　

　
‌�　

以
上

の
よ

う
な

事
実

関
係

の
確

認
、

監
査

対
象

機
関

の
説

明
及

び
関

係
資

料
の

調
査

等
に

基
づ

き
、

次
の

よ
う

に
判

断
す

る
。

　
　

　
①

　
貸

付
料

の
減

免
に

関
す

る
法

令
　

　
　

　
‌�　

法
第

237条
第

２
項

は
、

「
普

通
地

方
公

共
団

体
の

財
産

は
、

条
例

又
は

議
会

の
議

決
に

よ
る

場
合

で
な

け
れ

ば
、

こ
れ

を
交

換
し

、
出

資
の

目
的

と
し

、
若

し
く

は
支

払
手

段
と

し
て

使
用

し
、

又
は

適
正

な
対

価
な

く
し

て
こ

れ
を

譲
渡

し
、

若
し

く
は

貸
し

付
け

て
は

な
ら

な
い

」
と

規
定

し
て

い
る

。
　

　
　

　
‌�　

こ
れ

を
受

け
て

、
大

分
県

県
有

財
産

条
例

（
昭

和
39年

大
分

県
条

例
第

28号
）

第
３

条
は

、
「

普
通

財
産

は
、

次
の

各
号

の
一

に
該

当
す

る
と

き
は

、
こ

れ
を

無
償

又
は

時
価

よ
り

も
低

い
価

額
で

貸
し

付
け

る
こ

と
が

で
き

る
」

と
し

、
同

条
第

３
号

で
は

「
そ

の
他

知
事

に
お

い
て

特
に

公
益

上
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

」
と

規
定

さ
れ

て
い

る
。

　
　

　
　

‌�　
以

上
の

こ
と

か
ら

、
貸

付
料

の
減

免
の

対
象

、
要

件
、

額
等

に
つ

い
て

は
、

知
事

に
一

定
の

裁
量

権
が

認
め

ら
れ

て
い

る
と

解
さ

れ
る

。
　

　
　

②
　

貸
付

料
減

免
の

要
件

　
　

　
　

‌�　
貸

付
料

の
額

の
算

定
に

つ
い

て
は

、
大

分
県

県
有

財
産

規
則

（
昭

和
39年

大
分

県
規

則
第

28
号

）
第

26条
第

１
項

で
「

普
通

財
産

の
貸

付
料

は
、

知
事

が
別

に
定

め
る

基
準

に
よ

り
算

定
し

た
額

と
す

る
」

と
さ

れ
て

お
り

、
さ

ら
に

、
当

該
基

準
で

あ
る

「
普

通
財

産
貸

付
料

の
算

定
基

準
に

つ
い

て
」

（
昭

和
51年

１
月

26日
付

け
大

分
県

出
納

事
務

局
長

通
知

）
で

は
「

三
　

貸
付

料
の

減
免

」
で

、
大

分
県

県
有

財
産

条
例

第
３

条
の

規
定

に
よ

り
貸

付
料

を
減

免
す

る
場

合
の

減
免

の
理

由
及

び
減

免
率

に
つ

い
て

は
、

行
政

財
産

の
目

的
外

使
用

許
可

事
務

取
扱

要
領

（
以

下
「

要
領

」
と

い
う

。
）

第
三

の
三

の
規

定
を

準
用

す
る

と
さ

れ
て

い
る

。
　

　
　

　
‌�　

そ
し

て
要

領
第

三
の

三
の

「
１

　
使

用
料

の
減

免
基

準
」

に
よ

れ
ば

、
減

免
で

き
る

場
合

と
し

て
「

県
の

事
務

・
事

業
な

い
し

県
行

政
の

施
策

の
推

進
に

必
要

と
認

め
ら

れ
る

場
合

」
が

挙
げ

ら
れ

、
具

体
的

な
基

準
と

し
て

付
表

３
で

、
「

県
の

事
務

又
は

事
業

に
直

接
関

連
の

あ
る

公
益

を
目

的
と

し
た

事
務

、
事

業
の

用
に

直
接

供
す

る
た

め
に

使
用

す
る

場
合

」
で

あ
っ

て
、

「
県

の
要

請
及

び
指

定
を

受
け

（
略

）
役

務
の

提
供

等
を

行
う

団
体

が
使

用
す

る
と

き
」

に
10分

の
10以

内
の

貸
付

料
の

減
免

が
で

き
る

と
規

定
さ

れ
て

い
る

。
　

　
　

　
‌�　

上
記

の
減

免
に

関
す

る
規

定
は

、
減

免
の

判
断

を
統

一
的

か
つ

公
正

に
行

う
た

め
に

、
様

々
な

行
政

目
的

を
考

慮
し

た
政

策
的

な
見

地
か

ら
設

定
さ

れ
た

も
の

で
あ

り
、

そ
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

合
理

性
を

欠
い

た
点

が
あ

る
と

は
認

め
ら

れ
な

い
。

　
　

　
③

　
本

件
貸

付
料

の
免

除
の

要
件

該
当

性
に

つ
い

て
　

　
　

　
‌�　

次
に

、
本

件
貸

付
料

の
免

除
が

上
記

の
要

件
に

該
当

す
る

か
否

か
に

つ
い

て
、

以
下

検
討

す
る

。
　

　
　

　
‌�　

ま
ず

、
「

県
の

事
務

又
は

事
業

に
直

接
関

連
の

あ
る

公
益

を
目

的
と

し
た

事
務

、
事

業
の

用
に

直
接

供
す

る
た

め
に

使
用

す
る

場
合

」
で

あ
る

か
ど

う
か

に
つ

い
て

で
あ

る
が

、
県

が
ホ

ー
バ

ー
ク

ラ
フ

ト
を

取
得

し
た

の
は

、
平

成
30年

度
以

降
、

大
分

空
港

と
県

中
心

部
と

の
ア

ク
セ

ス
を

改
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善
す

る
た

め
の

手
法

に
つ

い
て

調
査

・
検

討
を

行
っ

た
結

果
、

ホ
ー

バ
ー

ク
ラ

フ
ト

を
「

大
分

空
港

海
上

ア
ク

セ
ス

運
航

事
業

」
の

用
に

供
す

る
こ

と
と

決
定

し
た

た
め

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ

り
、

令
和

３
年

度
に

策
定

さ
れ

た
地

域
再

生
計

画
「

新
た

な
人

の
流

れ
を

創
出

す
る

ホ
ー

バ
ー

ク
ラ

フ
ト

を
核

と
し

た
交

通
・

周
遊

拠
点

整
備

計
画

」
に

も
そ

の
旨

が
盛

り
込

ま
れ

た
。

同
事

業
は

、
大

分
空

港
と

県
中

心
部

と
の

ア
ク

セ
ス

を
改

善
し

、
空

港
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

図
る

こ
と

で
、

観
光

振
興

や
企

業
誘

致
、

関
係

人
口

の
創

出
な

ど
本

県
の

地
方

創
生

を
加

速
さ

せ
る

こ
と

を
目

的
と

し
た

も
の

で
あ

り
、

上
記

要
件

に
該

当
す

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

　
　

　
　

‌�　
ま

た
、

「
県

の
要

請
及

び
指

定
を

受
け

（
略

）
役

務
の

提
供

等
を

行
う

団
体

が
使

用
」

し
て

い
る

か
に

つ
い

て
は

、
上

記
２

⑴
③

「
本

件
貸

付
契

約
締

結
ま

で
の

経
過

」
に

記
載

の
と

お
り

、
公

募
型

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
よ

り
選

定
さ

れ
た

第
一

交
通

産
業

株
式

会
社

が
県

と
の

協
定

書
に

基
づ

き
設

立
し

た
現

地
法

人
で

あ
る

大
分

第
一

ホ
ー

バ
ー

ド
ラ

イ
ブ

株
式

会
社

が
使

用
す

る
も

の
で

あ
り

、
上

記
要

件
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

　
　

　
④

　
本

件
貸

付
料

の
免

除
に

至
っ

た
経

緯
等

　
　

　
　

‌�　
県

は
、

海
上

ア
ク

セ
ス

の
導

入
に

つ
い

て
の

調
査

や
検

討
の

結
果

、
民

間
運

航
事

業
者

の
み

で
は

安
定

的
な

収
支

の
確

保
が

難
し

い
こ

と
か

ら
、

船
舶

購
入

と
発

着
施

設
整

備
を

県
が

行
い

、
民

間
運

航
事

業
者

が
人

件
費

、
船

舶
修

繕
費

等
を

負
担

す
る

「
上

下
分

離
方

式
」

を
採

用
す

る
こ

と
を

決
定

し
た

。
そ

し
て

、
当

該
決

定
を

踏
ま

え
て

、
公

募
型

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
お

い
て

は
、

船
舶

の
貸

付
料

の
減

免
を

事
業

主
体

の
提

案
に

基
づ

き
認

め
る

こ
と

と
し

、
20年

間
の

貸
付

料
の

免
除

を
前

提
と

し
た

収
支

計
画

に
よ

る
事

業
提

案
を

行
っ

た
第

一
交

通
産

業
株

式
会

社
が

選
定

さ
れ

た
こ

と
か

ら
、

貸
付

料
の

減
免

に
つ

い
て

の
規

定
を

含
む

協
定

書
を

締
結

し
た

。
　

　
　

　
‌�　

ま
た

、
本

件
貸

付
契

約
の

締
結

に
先

立
ち

、
令

和
５

年
６

月
に

外
部

有
識

者
を

交
え

た
大

分
空

港
海

上
ア

ク
セ

ス
運

航
事

業
計

画
検

証
委

員
会

を
開

催
し

、
同

委
員

会
の

意
見

を
踏

ま
え

て
、

傭
船

者
の

財
務

状
況

を
勘

案
の

上
、

毎
年

度
（

実
質

的
な

事
業

開
始

年
度

で
あ

る
令

和
６

年
度

を
除

く
。

）
傭

船
料

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
に

つ
い

て
裸

傭
船

契
約

書
に

盛
り

込
ん

だ
。

　
　

　
⑤

　
知

事
の

裁
量

権
に

つ
い

て
　

　
　

　
‌�　

一
定

の
額

の
貸

付
料

を
免

除
す

る
こ

と
を

約
し

て
貸

付
契

約
を

締
結

す
る

こ
と

は
、

本
件

貸
付

契
約

の
目

的
や

そ
の

必
要

性
、

契
約

締
結

に
至

る
経

緯
、

契
約

の
内

容
に

影
響

を
及

ぼ
す

社
会

的
、

経
済

的
要

因
そ

の
他

の
諸

般
の

事
情

を
総

合
考

慮
し

た
知

事
の

合
理

的
な

裁
量

に
委

ね
ら

れ
て

い
る

と
解

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

上
記

諸
般

の
事

情
を

総
合

考
慮

し
た

上
で

、
知

事
の

判
断

が
裁

量
権

の
範

囲
を

逸
脱

し
又

は
こ

れ
を

濫
用

す
る

も
の

と
評

価
さ

れ
る

と
き

に
、

本
件

貸
付

契
約

の
締

結
は

違
法

又
は

不
当

と
な

る
と

解
す

る
の

が
相

当
で

あ
る

（
最

一
小

判
平

成
25年

３
月

28日
・

集
民

243号
241頁

参
照

）
。

　
　

　
⑥

　
ま

と
め

　
　

　
　

‌�　
よ

っ
て

、
本

件
貸

付
料

の
免

除
は

、
そ

の
要

件
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

り
、

契
約

締
結

に
至

る
経

緯
等

の
諸

般
の

事
情

に
鑑

み
て

も
、

知
事

の
判

断
が

裁
量

権
の

範
囲

を
逸

脱
し

又
は

こ
れ

を
濫

用
す

る
も

の
と

は
認

め
ら

れ
な

い
。

　
　

　
　

　
し

た
が

っ
て

、
本

件
貸

付
契

約
の

締
結

は
違

法
又

は
不

当
な

も
の

と
は

い
え

な
い

。
　

　
⑷

　
結

論
　

　
　

　
以

上
の

こ
と

か
ら

、
本

件
請

求
に

は
理

由
が

な
い

と
判

断
す

る
。


